
� はじめに

オウム病はオウム病クラミジア (Chlamydophila
psittaci 以下C.psittaciとする) の感染による動
物由来感染症であり､ 感染症の予防及び感染症の患者
に対する医療に関する法律 (感染症法) において４類
感染症として規定され､ 診断された患者の全数の報告
が医師に義務付けられている｡
感染源としては､ 病鳥の排泄物からのC.psittaci
の吸入が主体であるが､ 口移しの給餌で感染すること
もあるため､ 鳥類の飼育において糞便の乾燥・飛散や
口移しでの餌やり等の不適切な飼育管理がなされた場
合､ 感染のリスク要因となる｡ 以前､ 県下の野鳥や飼

育鳥類におけるオウム病病原菌保有状況を調査したと
ころ､ 全体で2.5％､ 飼育鳥類の4.5％からオウム病病
原体が検出された｡
近年の報告数１)は1999年４月から2007年第13週まで
の８年間に277例あり､ 年間40例前後で､ 高知県内の
患者報告数は2001年に１例､ 2003年に１例と既報以来
変わっていないが､ 2001年の川崎市の動物公園におけ
るシベリアヘラジカの出産に関わった職員の集団発生
事例２) ､ 2001年の松江市の鳥類飼育展示施設における
事例３) ､ 2005年の長崎県におけるペットショップから
購入した小鳥からの感染が推定された事例４)や､ 2005年
の神戸市の鳥類飼育展示施設における事例５)など､ ヒ
トへの感染事例は依然全国で発生し続けている｡
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動物由来感染症 オウム病病原体 C. psittaci の実態調査報告

松本 道明・永安 聖二＊・戸梶 彰彦・千屋 誠造
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【要旨】 オウム病は鳥類とヒトとの直接的な接触等により感染する動物由来感染症である｡ 特に幼児等抵抗力の
弱い者が感染した場合は重症化が懸念されることから､ 県下の幼稚園・保育所26施設及び小学校１施設､
計27施設について､ 飼育されている動物のアンケート調査と飼い鳥のオウム病病原体保有状況調査を実施
した｡ また､ この調査結果を基に啓発用資材としてパンフレットを作成した｡
実態調査から下記のことが明らかになった｡
１ 飼育動物は､ 鳥類が最も多く､ 次いで哺乳類であった｡ 鳥類ではセキセイインコ､ 次いでニワトリ
が多く飼育されていた｡
２ 鳥類の飼育場所は､ ほとんどが屋外であった｡
３ 飼育鳥類の世話は､ 子供単独では行われておらず､ 先生又は先生の指導のもと行われていた｡
４ 掃除後の手洗いや子供達への手洗い指導は励行されていたが､ 掃除に際しての手袋､ マスク､ 掃除
着等の着用率は低く､ 手洗いやケージの清掃に消毒薬の使用も少なかった｡
５ 飼育について関係機関へ相談できた施設は４割であった｡ オウム病は約７割の施設で知っていたが､
鳥から感染する病気として特に不安があると挙げられたのは､ 鳥インフルエンザであった｡
６ 各施設の飼育鳥類の便からC.psittaci は､ 検出されなかった｡
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図２ 各動物の飼育施設数と飼育場所

 

近年､ ペットブームで推定300万世帯がトリを飼育
しているとされ､ 多くの家庭で鳥類が愛玩動物として
飼育されていることがうかがえ､ オウム病は我々にとっ
て身近な動物由来感染症である｡
今回､ 県内の幼稚園・保育所を対象に飼育動物の種
類や頭数､ 飼育状況のほか､ オウム病をはじめ動物由
来感染症対策に係る実施状況等を把握するために､ 飼
育動物の飼育実態調査のアンケート調査と共に､ 飼い
鳥のオウム病病原体実態調査を行った｡

� 調査方法

１ 調査対象
過去に鳥類を飼育していたと情報が得られた45施設
を対象に､ 現在の鳥類飼育状況の聞き取りより27施設
(幼稚園・保育所26施設､ 小学校１施設) が調査対象
となった｡ なお､ 調査時にはオウム病を含めた動物由
来感染症対策についての資料を持参し､ 指導啓発を管
轄保健所と協働で行った｡

２ アンケート調査
本調査の調査対象とした27施設 (幼稚園・保育所26
施設､ 小学校１施設) にアンケートを持参し配布した｡
なお､ 配布時には､ オウム病を含めた動物由来感染症
対策についての資料を持参し､ 指導啓発を管轄保健所
と協働で行った｡ アンケートは郵送で回収した｡

３ オウム病病原体調査
アンケート調査施設で飼育されている鳥類を対象に､
オウム病病原体調査を実施した｡ 各施設にはアンケー
トと同時に､ オウム病病原体調査用の便検体採取用キッ
トを持参し配布した｡ 病原体調査に協力が得られた25
施設 (幼稚園・保育所24施設､ 小学校１施設) から､
ケージ毎に飼育羽数分の便を１検体として､ アンケー
トと共に回収した｡
検査は､ TaqManPCR法によって行った｡

� 結 果

１ アンケート結果
調査対象施設のうち26施設 (幼稚園・保育所25施設
及び小学校１施設) から､ 次のとおり回答が得られた｡
図１のとおり26施設で飼育されていた鳥類の飼育羽数
は152羽で､ セキセイインコが最も多く､ 次いでニワ

トリであった｡ 鳥類の飼育場所はほとんどが屋外で､
屋内飼育は３施設であった｡ 鳥を含めた飼育動物の状
況は､ 図２のとおりであった｡

動物飼育の主な目的は､ 情操教育､ 生命観を養うた
め､ 子供達の緊張をほぐす (癒し) が多く挙げられて
いた｡
鳥の世話や掃除については図３のとおりで､ 子供単
独で世話をしている施設はなく､ 先生のみ､ もしくは
先生の監視や指導のもと､ 子供達が世話や掃除に関わっ
ていた｡
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図１ 調査した26施設における鳥の飼育羽数と割合

図３ 鳥の世話や掃除



子供達が世話に関わっていると回答した12施設では､
子供達に対し､ 鳥との接し方や世話の後の手洗いの指
導がなされていた｡
しかし､ 鳥の排泄物等の掃除に際しては､ 手袋､ マ
スク､ 掃除着の着用率は低かった｡
掃除後の手洗いでは､ ほとんどの施設で石鹸が使用
されていたが､ 消毒薬を使用した手洗いの実施は少な
かった｡ また､ ケージの清掃でも消毒薬の使用はほと
んどなかった｡
多くの施設で鳥から感染する病気への不安があった
が､ 特に不安を感じているのは鳥インフルエンザで次
いでオウム病が多く､ 病気はわからないが漠然とした
不安があると回答していた｡ また､ これらの不安を保
健所等関係機関へ相談ができた施設は約４割であった｡
今回の調査以前からオウム病を知っていた施設は約
７割であり､ その情報はテレビ・新聞・雑誌等のマス
コミから得たと回答した施設が13､ 行政からの啓発・
文書で知っていたと回答した５施設を大きく上回って
いた｡ 情報収集ツールとしてのインターネットから得
た施設は１施設のみであった｡
飼育鳥類について､ オウム病の検査を実施したこと
があると回答したのは１施設のみであった｡

２ オウム病病原体調査結果
調査対象の27施設のうち25施設 (幼稚園・保育所24
施設､ 小学校１施設) から35検体を受け付けた｡
検査結果は､ すべての検体からC.psittaciは検出
されなかった｡

� 考察・まとめ

今回の調査では､ 鳥類についで､ ほ乳類 (ウサギ)､
魚類の順に飼育され､ 子供達の情操教育や生命観を養
うことが主な目的であった｡
オウム病を予防するためには､ 飼い鳥の飼育方法と
接し方が重要である｡ 今回の調査では､ 飼育場所はほ
とんどが屋外飼育であり､ 鳥の世話は子供達単独では
なく､ すべての施設で先生単独か先生の指導のもとで
行われており､ 各施設とも子供達に対しては十分な注
意をはらっていることが分かった｡ しかし､ 鳥の排泄
物の掃除に際しては､ 手袋､ マスク､ 掃除着の着用率
は低く､ 掃除後の手洗いに消毒薬を用いた手洗いが少
なかった事には注意が必要である｡ また､ ケージの清
掃においても消毒薬による消毒をしている施設がほと
んど無いことも注意を要する｡

ほとんどの施設で鳥から感染する病気への不安があっ
たが､ 特に不安を感じているものは鳥インフルエンザ､
次にオウム病であり､ これらの不安があるにもかかわ
らず相談ができた施設は半数以下であった｡ 相談先は
保健所､ 動物病院､ 市町村役場の順に多く､ 今後は相
談先の機能や役割を明確にする必要がある｡
高知県衛生研究所報第52号６) で報告したオウム病病
原体保有状況調査では調査した鳥類から数％オウム病
病原体のC.psittaciが検出されたが､ 今回は検出さ
れなかった｡
この調査結果を基に､ オウム病予防啓発用資材とし
てパンフレット ｢オウム病はオウムの病気？｣ を作成
した｡ このパンフレットは､ 教育委員会や学校保健等
の研修に積極的に活用している｡
今回の調査から､ 今後､ 関係する組織がオウム病を
日常的に存在するモデル疾患として､ 予め連携するこ
とでオウム病を含めた身近な動物由来感染症に対応す
るネットワークを構築されることが期待できる｡
稿を終えるにあたり､ 今回の調査研究に際してご協
力いただきました社団法人高知県獣医師会､ 高知市健
康福祉部福祉事務所保育課､ 高知市保健所､ 高知県教
育委員会事務局幼保支援課､ 高知県畜産課､ 安芸福祉
保健所､ 中央東福祉保健所､ 中央西福祉保健所､ 須崎
福祉保健所及び幡多福祉保健所及び調査にご協力頂き
ました幼稚園・保育所・小学校の方々に深謝致します｡

文 献
１) 国立感染症研究所：オウム病1994年４月～2007年
第13週 (2007年５月17日現在) IDWR2007年第19号

２) 国立感染症研究所：シベリアヘラジカから感染し
た動物公園職員のオウム病集団感染事例-川崎市.
IASR, Vol. 23, 250-251

３) 国立感染症研究所：鳥展示施設に関連したオウム
病集団発生事例-島根県松江市. IASR, Vol. 23,
247-248

４) 海部春樹ら：家族全員が肺炎を呈したオウム病感
染事例-長崎市. IASR, 26(8), 211-212, 2005

５) 厚生労働省健康局結核感染症課長：(別添１) 神
戸市の鳥類展示施設における従業員のオウム病患
者発生について. 平成18年７月４日付け健感発第
0704002号

６) 永安聖二ら：オウム病病原体検出TaqManプロー
ブの感度試験と野鳥, 飼育鳥類における保有調査
報告. 高知県衛生研究所報, 第52号, 39-42, 2006.

高 知 衛 研 報 53, 2007 27



���. ���. ��	
. ��
�, ��, ����28




